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8/14付け読売新聞「不適切昇給141市町村」の報道について
　8/14付け読売新聞第１面トップ記事に「不適切昇給141市町村」とする見出しで、いかにも地方公務員が地方公務員法に反して、職務以上の級格付けを確保し、給与が支給されているかのような憶測を呼ぶ記事が掲載された（別紙参照）。

　記事の内容は、読売新聞独自の取材として、４７都道府県に対して、市町村を含めて「わたり」の有無を確認したとしているが、各都道府県に対する取材の手法としては、何らかのデータを元に電話による聞き取りが行われており、何らかのデータをベースに取材したことが解っている。結果としては、都道府県全てが「なし」とされ、市町村分については26都道府県がわたりの存在を認めたとし、全国で141市町村、北海道においては11市町村がそれに該当するとしている。しかも、不適切な人件費が約9200人分、年間33億円にも及び、「１人当たり３万円前後から一部では６万円前後職責に応じた職務より高い給料を得ている計算となる」とまで記載し、まるで地方公務員の給与をもらいすぎているかのような報道である。また、総務省においては、職務給の原則を定めた地方公務員法に違反するとのことで、初の実態調査に乗り出すとも記載されている。
　これまで、標準職務については、国家公務員に対するそれを基本としながら、各自治体の人員構成や職務の実態に合わせて、各自治体において定められてきており、労働条件に関わる事項であるため、労使間で交渉を行いながら、整理を図ってきた。さらに、勤務条件条例主義の元では、条例さらには規則で明確に定めてきており、手続き的には何らマスコミから指摘される事実はないものと考えられる。しかし、記事の中では係長の特に困難、相当困難等の区分が明確でないとして、1985年の11級制導入以降、長年にわたって認められてきた職務職階について、年功序列を維持するものとの批判を行い、いかにも法令に遵守していない等の落ち度があるような事実誤認の記載となっている。

　現在、事実関係について、自治労本部等に確認を求めているところであるが、一定全容や今後の総務省の動きが明らかになり次第、情報を各単組へ提供していくこととする。また、今回報道のあった11自治体の内、自治労加盟の10単組においては（小樽市、赤平市、士別市、富良野市、今金町、東神楽町、美瑛町、遠軽町、清水町、新篠津村）、この春の段階の総務省が道庁を通して調査を行った「給与実態調査」の「給与改定の状況調べ」に職務給の原則の欄に不適切な運用の有無を記入することとなっているので、その調査結果について自治体当局に対して情報提供させ、その内容を８月21日（金）までに道本部賃金労働部へ送付願いたい。
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